
議案第４０号 

さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例等の一

部を改正する条例の制定について 

さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例等の一部を

改正する条例を次のように定める。 

平成２５年２月５日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例等の一

部を改正する条例 

（さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例の一部改

正） 

第１条 さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例（平

成２３年さいたま市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（事案の調査） （事案の調査） 

第１１条 市長は、前条第１項又は第２項の申立て

があったときは、当該申立てに係る事実について、

相談支援事業者（市から委託を受けて障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総

合支援法」という。）第７７条第１項第３号に規

定する事業を行う者をいう。以下同じ。）と連携

し、調査を行うことができる。この場合において、

調査の対象者は、正当な理由がある場合を除き、

これに協力しなければならない。 

第１１条 市長は、前条第１項又は第２項の申立て

があったときは、当該申立てに係る事実について、

相談支援事業者（市から委託を受けて障害者自立

支援法（平成１７年法律第１２３号）第７７条第

１項第１号に規定する事業を行う者をいう。以下

同じ。）と連携し、調査を行うことができる。こ

の場合において、調査の対象者は、正当な理由が

ある場合を除き、これに協力しなければならない。

２ ［略］ ２ ［略］ 

（通報を受けた場合の措置等） （通報を受けた場合の措置等） 

第１８条 ［略］ 第１８条 ［略］ 
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２ 市長は、前条第１項の規定による通報を受けた

ときは、当該通報に係る障害者への虐待の防止及

び障害者の保護を図るため、社会福祉法（昭和２

６年法律第４５号）、障害者総合支援法その他の

法令の規定による権限を適切に行使するものとす

る。 

２ 市長は、前条第１項の規定による通報を受けた

ときは、当該通報に係る障害者への虐待の防止及

び障害者の保護を図るため、社会福祉法（昭和２

６年法律第４５号）、障害者自立支援法その他の

法令の規定による権限を適切に行使するものとす

る。 

（障害者等への総合的な支援等） （障害者等への総合的な支援等） 

第２２条 ［略］ 第２２条 ［略］ 

２ 障害者総合支援法第２９条第１項に規定する指

定障害福祉サービス事業者、市の委託を受けて障

害者総合支援法第７７条第１項に規定する地域生

活支援事業又は同条第３項に規定する事業を行う

事業者及び社会福祉法第４条に規定する社会福祉

を目的とする事業を経営する者は、サービスの提

供に当たっては、福祉サービスの質の向上並びに

障害者及びその家族が地域の中で安心して自立し

た生活を営む上で必要な福祉サービスの実施に努

めなければならない。 

２ 障害者自立支援法第２９条第１項に規定する指

定障害福祉サービス事業者、市の委託を受けて同

法第７７条第１項に規定する地域生活支援事業又

は同条第３項に規定する事業を行う事業者及び社

会福祉法第４条に規定する社会福祉を目的とする

事業を経営する者は、サービスの提供に当たって

は、福祉サービスの質の向上並びに障害者及びそ

の家族が地域の中で安心して自立した生活を営む

上で必要な福祉サービスの実施に努めなければな

らない。 

３ ［略］ ３ ［略］ 

（障害者の就労支援） （障害者の就労支援） 

第３０条 市は、障害者が就労により自立した生活

を営むことができるようにするため、障害者が必

要とする就労に係る相談及び支援を行う体制を整

備し、障害者総合支援法第２９条第１項に規定す

る指定障害福祉サービス事業者との連携の下、障

害者の就労の支援を生活の支援と一体的に、かつ、

継続的に行わなければならない。 

第３０条 市は、障害者が就労により自立した生活

を営むことができるようにするため、障害者が必

要とする就労に係る相談及び支援を行う体制を整

備し、障害者自立支援法第２９条第１項に規定す

る指定障害福祉サービス事業者との連携の下、障

害者の就労の支援を生活の支援と一体的に、かつ、

継続的に行わなければならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（さいたま市障害程度区分認定審査会条例の一部改正） 

第２条 さいたま市障害程度区分認定審査会条例（平成１８年さいたま市条例第１５

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

さいたま市障害支援区分認定審査会条例 さいたま市障害程度区分認定審査会条例 
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（名称） （名称） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号

）第１５条に規定する審査会の名称は、さいたま

市障害支援区分認定審査会（以下「審査会」とい

う。）という。 

第１条 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２

３号）第１５条に規定する審査会の名称は、さい

たま市障害程度区分認定審査会（以下「審査会」

という。）という。 

（さいたま市障害者更生相談センター条例の一部改正） 

第３条 さいたま市障害者更生相談センター条例（平成１５年さいたま市条例第７２

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（業務） （業務） 

第２条 相談センターは、次に掲げる業務を行う。 第２条 相談センターは、次に掲げる業務を行う。

 ・  ［略］  ・  ［略］ 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３号

）第２２条第２項及び第３項、第２６条第１項

並びに第７４条に規定する業務に関すること。

 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３

号）第２２条第２項及び第３項、第２６条第１

項並びに第７４条に規定する業務に関すること。

 ［略］   ［略］ 

（さいたま市障害者福祉施設春光園条例の一部改正） 

第４条 さいたま市障害者福祉施設春光園条例（平成１３年さいたま市条例第１６１

号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
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（設置） （設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービスを行う施設として、さいたま市障

害者福祉施設春光園（以下「春光園」という。）

を設置する。 

第１条 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）第５条第１項に規定

する障害福祉サービスを行う施設として、さいた

ま市障害者福祉施設春光園（以下「春光園」とい

う。）を設置する。 

（利用料金） （利用料金） 

第６条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスを受けた者（前条第３号又は第４号に該

当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サービ

スについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

けやき等の利用に係る料金（以下「利用料金」と

いう。）として、指定管理者（第９条第１項に規

定する指定管理者をいう。次項及び第８条におい

て同じ。）に納付しなければならない。 

第６条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスを受けた者（前条第３号又は第４号に該

当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サービ

スについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

けやき等の利用に係る料金（以下「利用料金」と

いう。）として、指定管理者（第９条第１項に規

定する指定管理者をいう。次項及び第８条におい

て同じ。）に納付しなければならない。 

 ［略］   ［略］ 

 前条第２号に該当する者 法第３０条第３項

第１号に掲げる額 

 前条第２号に該当する者 法第３０条第２項

第１号に掲げる額 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（さいたま市槻の木条例の一部改正） 

第５条 さいたま市槻の木条例（平成１７年さいたま市条例第７４号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービスを行う施設として、さいたま市槻

の木を設置する。 

第１条 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）第５条第１項に規定

する障害福祉サービスを行う施設として、さいた

ま市槻の木を設置する。 

（利用料金） （利用料金） 

第６条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉 第６条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉
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サービスを受けた者（前条第３号又は第４号に該

当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サービ

スについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

さいたま市槻の木の利用に係る料金（以下「利用

料金」という。）として、指定管理者（第９条第

１項に規定する指定管理者をいう。次項及び第８

条において同じ。）に納付しなければならない。

サービスを受けた者（前条第３号又は第４号に該

当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サービ

スについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

さいたま市槻の木の利用に係る料金（以下「利用

料金」という。）として、指定管理者（第９条第

１項に規定する指定管理者をいう。次項及び第８

条において同じ。）に納付しなければならない。

 ［略］   ［略］ 

 前条第２号に該当する者 法第３０条第３項

第１号に掲げる額 

 前条第２号に該当する者 法第３０条第２項

第１号に掲げる額 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（さいたま市日進職業センター条例の一部改正） 

第６条 さいたま市日進職業センター条例（平成１３年さいたま市条例第１６２号）

の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービスを行う施設として、さいたま市日

進職業センター（以下「センター」という。）を

さいたま市北区日進町３丁目１５１番地に設置す

る。 

第１条 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）第５条第１項に規定

する障害福祉サービスを行う施設として、さいた

ま市日進職業センター（以下「センター」という。

）をさいたま市北区日進町３丁目１５１番地に設

置する。 

（利用料金） （利用料金） 

第５条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスを受けた者（前条第３号又は第４号に該

当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サービ

スについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

センターの利用に係る料金（以下「利用料金」と

いう。）として、指定管理者（第８条第１項に規

定する指定管理者をいう。次項及び第７条におい

て同じ。）に納付しなければならない。 

第５条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスを受けた者（前条第３号又は第４号に該

当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サービ

スについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

センターの利用に係る料金（以下「利用料金」と

いう。）として、指定管理者（第８条第１項に規

定する指定管理者をいう。次項及び第７条におい

て同じ。）に納付しなければならない。 
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 ［略］   ［略］ 

 前条第２号に該当する者 法第３０条第３項

第１号に掲げる額 

 前条第２号に該当する者 法第３０条第２項

第１号に掲げる額 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（さいたま市かやの木条例の一部改正） 

第７条 さいたま市かやの木条例（平成１３年さいたま市条例第１６３号）の一部を

次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービスを行う施設として、さいたま市か

やの木（以下「かやの木」という。）をさいたま

市中央区本町西１丁目６番３号に設置する。 

第１条 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）第５条第１項に規定

する障害福祉サービスを行う施設として、さいた

ま市かやの木（以下「かやの木」という。）をさ

いたま市中央区本町西１丁目６番３号に設置する。

（利用料金） （利用料金） 

第５条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスを受けた者（前条第３号又は第４号に該

当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サービ

スについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

かやの木の利用に係る料金（以下「利用料金」と

いう。）として、指定管理者（第８条第１項に規

定する指定管理者をいう。次項及び第７条におい

て同じ。）に納付しなければならない。 

第５条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスを受けた者（前条第３号又は第４号に該

当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サービ

スについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

かやの木の利用に係る料金（以下「利用料金」と

いう。）として、指定管理者（第８条第１項に規

定する指定管理者をいう。次項及び第７条におい

て同じ。）に納付しなければならない。 

 ［略］   ［略］ 

 前条第２号に該当する者 法第３０条第３項

第１号に掲げる額 

 前条第２号に該当する者 法第３０条第２項

第１号に掲げる額 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（さいたま市みずき園条例の一部改正） 

第８条 さいたま市みずき園条例（平成１３年さいたま市条例第１６４号）の一部を
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次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービスを行う施設として、さいたま市み

ずき園（以下「園」という。）をさいたま市中央

区大戸２丁目７番２１号に設置する。 

第１条 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）第５条第１項に規定

する障害福祉サービスを行う施設として、さいた

ま市みずき園（以下「園」という。）をさいたま

市中央区大戸２丁目７番２１号に設置する。 

（利用料金） （利用料金） 

第５条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスを受けた者（前条第３号又は第４号に該

当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サービ

スについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

園の利用に係る料金（以下「利用料金」という。

）として、指定管理者（第８条第１項に規定する

指定管理者をいう。次項及び第７条において同じ。

）に納付しなければならない。 

第５条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスを受けた者（前条第３号又は第４号に該

当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サービ

スについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

園の利用に係る料金（以下「利用料金」という。

）として、指定管理者（第８条第１項に規定する

指定管理者をいう。次項及び第７条において同じ。

）に納付しなければならない。 

 ［略］   ［略］ 

 前条第２号に該当する者 法第３０条第３項

第１号に掲げる額 

 前条第２号に該当する者 法第３０条第２項

第１号に掲げる額 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（さいたま市杉の子園条例の一部改正） 

第９条 さいたま市杉の子園条例（平成１３年さいたま市条例第１６６号）の一部を

次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 
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 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（利用料金） （利用料金） 

第５条 法第２１条の５の３第１項に規定する指定

通所支援を受けた保護者（前条第３号に該当する

児童の保護者を除く。）は、当該指定通所支援に

ついて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める額及び同項に規定する通所特定費用を、

園の利用に係る料金（以下「利用料金」という。

）として、指定管理者（第８条第１項に規定する

指定管理者をいう。次項及び第７条において同じ。

）に納付しなければならない。 

第５条 法第２１条の５の３第１項に規定する指定

通所支援を受けた保護者（前条第３号に該当する

児童の保護者を除く。）は、当該指定通所支援に

ついて、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める額及び同項に規定する通所特定費用を、

園の利用に係る料金（以下「利用料金」という。

）として、指定管理者（第８条第１項に規定する

指定管理者をいう。次項及び第７条において同じ。

）に納付しなければならない。 

 ［略］   ［略］ 

 前条第２号に該当する児童の保護者 法第２

１条の５の４第３項第１号に掲げる額 

 前条第２号に該当する児童の保護者 法第２

１条の５の４第２項第１号に掲げる額 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（さいたま市大砂土障害者デイサービスセンター条例の一部改正） 

第１０条 さいたま市大砂土障害者デイサービスセンター条例（平成１４年さいたま

市条例第９３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。

以下「法」という。）第５条第１項に規定する障

害福祉サービスを行う施設として、さいたま市大

砂土障害者デイサービスセンター（以下「センタ

ー」という。）をさいたま市北区本郷町１７番地

７に設置する。 

第１条 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２

３号。以下「法」という。）第５条第１項に規定

する障害福祉サービスを行う施設として、さいた

ま市大砂土障害者デイサービスセンター（以下「

センター」という。）をさいたま市北区本郷町１

７番地７に設置する。 

（利用料金） （利用料金） 

第６条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスを受けた者（第４条第３号又は第４号に

該当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サー

第６条 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスを受けた者（第４条第３号又は第４号に

該当する者を除く。）は、当該指定障害福祉サー
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ビスについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

センターの利用に係る料金（以下「利用料金」と

いう。）として、指定管理者（第８条第１項に規

定する指定管理者をいう。次項及び次条において

同じ。）に納付しなければならない。 

ビスについて、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める額及び同項に規定する特定費用を、

センターの利用に係る料金（以下「利用料金」と

いう。）として、指定管理者（第８条第１項に規

定する指定管理者をいう。次項及び次条において

同じ。）に納付しなければならない。 

 ［略］   ［略］ 

 第４条第２号に該当する者 法第３０条第３

項第１号に掲げる額 

 第４条第２号に該当する者 法第３０条第２

項第１号に掲げる額 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部改正） 

第１１条 さいたま市心身障害者医療費支給条例（平成１３年さいたま市条例第１６

８号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（対象者） （対象者） 

第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。 

ア・イ ［略］ 

 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。 

ア・イ ［略］ 

ウ 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）

から障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「障害者総合支援法」という。

）第２９条又は第３０条の規定による指定障

害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サー

ビスに対する介護給付費、訓練等給付費、特

例介護給付費又は特例訓練等給付費の支給を

受け、障害者総合支援法第５条第１２項に規

定する障害者支援施設若しくは同条第６項に

規定する厚生労働省令で定める施設（次号に

ウ 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）

から障害者自立支援法（平成１７年法律第１

２３号）第２９条又は第３０条の規定による

指定障害福祉サービス等又は基準該当障害福

祉サービスに対する介護給付費、訓練等給付

費、特例介護給付費又は特例訓練等給付費の

支給を受け、同法第５条第１２項に規定する

障害者支援施設若しくは同条第６項に規定す

る厚生労働省令で定める施設（次号において

「障害者支援施設」という。）、身体障害者

福祉法第１８条第２項に規定する指定医療機
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おいて「障害者支援施設」という。）、身体

障害者福祉法第１８条第２項に規定する指定

医療機関（以下「指定医療機関」という。）

又は独立行政法人国立重度知的障害者総合施

設のぞみの園が設置する施設（以下「のぞみ

の園」という。）に入所し、入院し、又は入

居している者（障害者総合支援法第５条第１

０項に規定する共同生活介護（以下「共同生

活介護」という。）又は同条第１６項に規定

する共同生活援助（以下「共同生活援助」と

いう。）を行う住居に入居している者を含む。

 ） 

エ～コ ［略］ 

関（以下「指定医療機関」という。）又は独

立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞ

みの園が設置する施設（以下「のぞみの園」

という。）に入所し、入院し、又は入居して

いる者（障害者自立支援法第５条第１０項に

規定する共同生活介護（以下「共同生活介護

」という。）又は同条第１６項に規定する共

同生活援助（以下「共同生活援助」という。

）を行う住居に入居している者を含む。） 

エ～コ ［略］ 

 本市から障害者総合支援法第２９条又は第３

０条の規定による指定障害福祉サービス等又は

基準該当障害福祉サービスに対する介護給付費、

訓練等給付費、特例介護給付費又は特例訓練等

給付費の支給を受け、本市の区域外に設置され

ている障害者支援施設、指定医療機関又はのぞ

みの園に入所し、入院し、又は入居している者

（共同生活介護又は共同生活援助を行う住居に

入居している者を含む。） 

 本市から障害者自立支援法第２９条又は第３

０条の規定による指定障害福祉サービス等又は

基準該当障害福祉サービスに対する介護給付費、

訓練等給付費、特例介護給付費又は特例訓練等

給付費の支給を受け、本市の区域外に設置され

ている障害者支援施設、指定医療機関又はのぞ

みの園に入所し、入院し、又は入居している者

（共同生活介護又は共同生活援助を行う住居に

入居している者を含む。） 

 ～  ［略］ 

２ ［略］ 

 ～  ［略］ 

２ ［略］ 

第１２条 さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（対象者） （対象者） 

第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。 

ア・イ ［略］ 

 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。 

ア・イ ［略］ 

―21―



ウ 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）

から障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「障害者総合支援法」という。

）第２９条又は第３０条の規定による指定障

害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サー

ビスに対する介護給付費、訓練等給付費、特

例介護給付費又は特例訓練等給付費の支給を

受け、障害者総合支援法第５条第１２項に規

定する障害者支援施設若しくは同条第６項に

規定する厚生労働省令で定める施設（次号に

おいて「障害者支援施設」という。）、身体

障害者福祉法第１８条第２項に規定する指定

医療機関（以下「指定医療機関」という。）

又は独立行政法人国立重度知的障害者総合施

設のぞみの園が設置する施設（以下「のぞみ

の園」という。）に入所し、入院し、又は入

居している者（障害者総合支援法第５条第１

５項に規定する共同生活援助（以下「共同生

活援助」という。）を行う住居に入居してい

る者を含む。） 

ウ 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）

から障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「障害者総合支援法」という。

）第２９条又は第３０条の規定による指定障

害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サー

ビスに対する介護給付費、訓練等給付費、特

例介護給付費又は特例訓練等給付費の支給を

受け、障害者総合支援法第５条第１２項に規

定する障害者支援施設若しくは同条第６項に

規定する厚生労働省令で定める施設（次号に

おいて「障害者支援施設」という。）、身体

障害者福祉法第１８条第２項に規定する指定

医療機関（以下「指定医療機関」という。）

又は独立行政法人国立重度知的障害者総合施

設のぞみの園が設置する施設（以下「のぞみ

の園」という。）に入所し、入院し、又は入

居している者（障害者総合支援法第５条第１

０項に規定する共同生活介護（以下「共同生

活介護」という。）又は同条第１６項に規定

する共同生活援助（以下「共同生活援助」と

いう。）を行う住居に入居している者を含む。

） 

エ 他の市町村の長が、身体障害者福祉法第１

８条第１項の規定により、共同生活援助を行

う住居に入居させて障害福祉サービスの提供

を委託している者 

エ 他の市町村の長が、身体障害者福祉法第１

８条第１項の規定により、共同生活介護又は

共同生活援助を行う住居に入居させて障害福

祉サービスの提供を委託している者 

オ ［略］ オ ［略］ 

カ 他の市町村の長が、知的障害者福祉法（昭

和３５年法律第３７号）第１５条の４の規定

により、共同生活援助を行う住居に入居させ

て障害福祉サービスの提供を委託している者

カ 他の市町村の長が、知的障害者福祉法（昭

和３５年法律第３７号）第１５条の４の規定

により、共同生活介護又は共同生活援助を行

う住居に入居させて障害福祉サービスの提供

を委託している者 

キ～コ ［略］ キ～コ ［略］ 

 本市から障害者総合支援法第２９条又は第３

０条の規定による指定障害福祉サービス等又は 

基準該当障害福祉サービスに対する介護給付費、

訓練等給付費、特例介護給付費又は特例訓練等

給付費の支給を受け、本市の区域外に設置され

ている障害者支援施設、指定医療機関又はのぞ

みの園に入所し、入院し、又は入居している者

（共同生活援助を行う住居に入居している者を

含む。） 

 本市から障害者総合支援法第２９条又は第３

０条の規定による指定障害福祉サービス等又は

基準該当障害福祉サービスに対する介護給付費、

訓練等給付費、特例介護給付費又は特例訓練等

給付費の支給を受け、本市の区域外に設置され

ている障害者支援施設、指定医療機関又はのぞ

みの園に入所し、入院し、又は入居している者

（共同生活介護又は共同生活援助を行う住居に

入居している者を含む。） 

 市長が、身体障害者福祉法第１８条第１項の

規定により、本市の区域外に設置されている共

同生活援助を行う住居に入居させて障害福祉サ

ービスの提供を委託している者 

 市長が、身体障害者福祉法第１８条第１項の

規定により、本市の区域外に設置されている共

同生活介護又は共同生活援助を行う住居に入居

させて障害福祉サービスの提供を委託している

者 

 ［略］   ［略］ 

 市長が、知的障害者福祉法第１５条の４の規   市長が、知的障害者福祉法第１５条の４の規
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定により、本市の区域外に設置されている共同

生活援助を行う住居に入居させて障害福祉サー

ビスの提供を委託している者 

定により、本市の区域外に設置されている共同

生活介護又は共同生活援助を行う住居に入居さ

せて障害福祉サービスの提供を委託している者

 ～  ［略］  ～  ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

附 則 

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

 第４条中さいたま市障害者福祉施設春光園条例第６条第１項第２号の改正、第

５条中さいたま市槻の木条例第６条第１項第２号の改正、第６条中さいたま市日

進職業センター条例第５条第１項第２号の改正、第７条中さいたま市かやの木条

例第５条第１項第２号の改正、第８条中さいたま市みずき園条例第５条第１項第

２号の改正及び第１０条中さいたま市大砂土障害者デイサービスセンター条例第

６条第１項第２号の改正 公布の日 

 第１条の規定、第２条中さいたま市障害程度区分認定審査会条例第１条の改正

（「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律」に改める部分に限る。）、第３条の規定、第４条中さいたま市障害

者福祉施設春光園条例第１条の改正、第５条中さいたま市槻の木条例第１条の改

正、第６条中さいたま市日進職業センター条例第１条の改正、第７条中さいたま

市かやの木条例第１条の改正、第８条中さいたま市みずき園条例第１条の改正、

第９条の規定、第１０条中さいたま市大砂土障害者デイサービスセンター条例第

１条の改正及び第１１条の規定 平成２５年４月１日 

 第２条（さいたま市障害程度区分認定審査会条例第１条の改正（「障害者自立

支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に

改める部分に限る。）を除く。）及び第１２条の規定 平成２６年４月１日 
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